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モンスーンアジアにおける農業環境研究の推進
─国際ネットワークによる重要課題の解決を目指して─

宮下 淸貴（独）農業環境技術研究所 理事長

ンスーンアジア」はアジアの中のモンスーン

気候下にある地域で、ほぼ東アジア・東南

アジア・南アジアに相当します。温暖で湿潤な気

候など、農業生産のための自然資源に恵まれたこ

の地域では、生産力の高い水田稲作が食料生産の

中心として持続的に営まれ、世界人口のほぼ40％

の人々が生活しています。一方で、近年この地域

は世界で最もめざましい経済発展を遂げており、

人口増や経済発展にともなう食の変化、バイオエ

ネルギー作物生産などにより、農業生産に対する

需要が急増しています。その結果、森林の開墾や

都市化などによる土地利用の変化、鉱工業由来の

化学物質による農地の汚染、化学肥料や農薬の過

剰使用による水質の汚染、生物多様性の喪失、さ

らには温暖化等の環境変動など、深刻な農業環境

問題に直面しています。

　環境問題の多くは時間と空間を越えた広がりを

もっており、根本的な解決のためには国際的な取

り組みが必要です。特に自然条件や文化で共通性

の高いモンスーンアジア地域の研究機関・研究者

が国際的に協力し合うことは、大きな意義があり

ます。農環研では以前からこれらの地域の研究所

や大学と、情報交換や共同研究を進めてきました

が、既に多くの環境問題を経験してきた日本に対

する期待は大きいものがありました。

　こうした背景のもと、農環研は、2006年開催し

た国際シンポジウム「モンスーンアジアにおける

持続的農業のための農業資源の評価と有効利用：

国際研究協力に向けて」において、モンスーンアジ

ア農業環境研究コンソーシアム（The Monsoon 

A s i a  A g r o - Env i r o nmen t a l  R e s e a r c h 

Consortium： MARCO）の設立を提案しました。

この時採択された設立声明では、モンスーンアジ

ア地域における農業生態系を健全に維持しつつ持

続的な発展を実現していく上で、農業をめぐる環

境の諸問題の解決が急務であること、そのために

は地域内における各国の農業と環境に関わる研究

者・技術者・行政担当者などが密接な連携の下に

一体となって問題の解決にあたることが重要であ

ることがうたわれています。MARCOは発足以来、

大型のシンポジウムとテーマを絞ったワーク

ショップの開催、研究者の派遣・招へいやウェブ

サイトを通じた情報交換などを軸に活動展開し、

現在、9カ国から18の大学・研究所が参加するに

至 っ て い ま す。2012年9月 に は つ く ば で、

MARCOシンポジウム2012を開催し、この間の農

業環境研究の進展と現状、今後の展開方向などを

明らかにし、連携の強化を図りました。

　温暖化の影響と考えられる洪水や干ばつの頻繁

化など、農業を巡る環境問題は深刻さを増してい

ます。世界が科学においてもグローバル化を加速

する中、MARCOを介してモンスーンアジア地域

の多彩な知の交流をはかり、人類に課せられた重

要な農業環境問題の解決にむけて研究開発を加速

していきたいと考えています。

「モ
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　（独）農業環境技術研究所は、2012年9月24日（月）から27日（木）までの4日間、つくば国際会議場（茨
城県つくば市）ほかにおいて、MARCOシンポジウム2012を開催しました。このシンポジウムでは、モン
スーンアジアにおける農業環境問題の重要研究課題について、国内外の研究機関から専門家を招き、情報交
換と議論を行いました。また、モンスーンアジアにおける農業環境研究の連携強化するための方策をさぐり
ました。農環研ニュースの本号はMARCOシンポジウム特集号とし、その内容を詳しくご紹介します。

　主催：（独）農業環境技術研究所、後援：農林水産省、茨城大学農学部、参加者：合計213人、海外から23人（12か国・
3国際機関）、国内から190人、プログラム：別表

MARCOシンポジウム2012
モンスーンアジアにおける農業環境研究の課題と連携強化

MARCOシンポジウム特集MARCOシンポジウム特集

正式名：The Monsoon Asia Agro-Environmental Research Consortium
　　　　モンスーンアジア農業環境研究コンソーシアム
モンスーンアジア地域における農業環境研究を推進するための国際連携組織で、2006年12月
に、農環研が主体となり設立。

参加機関：9カ国から18の大学・研究所
　　　　　（中国、インド、韓国、パキスタン、フィリピン、シンガポール、スリランカ、ベトナム、日本）

活動内容：国際シンポジウムの開催、情報交換のためのWebサイト運営、研究者の派遣・招へいほか
webサイト：http://www.niaes.aff rc.go.jp/marco/index_j.html

プログラム一覧

プログラム 内容

エクスカーション つくばみらいFACE実験施設、茨城大学農学部実験ほ場ほか

全体会合1 開会式・基調講演・講演

ワークショップ1
モンスーンアジアの農業と気候変動
ー適応策・緩和策・将来予測ー

ワークショップ2
モンスーンアジアにおける遺伝子組換え作物のバイ
オセーフティーと開発：現状と将来の展望

ワークショップ3 アジアにおける土壌情報利活用の新たな局面

ワークショップ4 モンスーンアジアにおける農業環境研究の連携強化

全体会合2 各ワークショップからの報告・総合討論・閉会挨拶

サテライトワークショップ＆シンポジウム

7月9日～12日 世界作物FACEワークショップ2012
（農環研ニュースNo.96参照）

10月29日～30日 モンスーンアジアにおける食品中ヒ素およびカドミ
ウム汚染に対するリスク低減技術

11月26日～27日 アジア地域における環境と農業の持続可能性（茨城
大学農学部との共催）

エクスカーションの様子（9月24日）
（左写真）つくばみらいFACE（開放系大気CO2増加）実験施設
（上写真）後援機関である茨城大学農学部の実験ほ場見学
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全体会合1
モンスーンアジアの農業環境をめぐる重要研究課題
研究コーディネータ　　八木　一行

　2日目に行われた全体会合では、（独）農業環境

技術研究所 宮下理事長、農林水産技術会議事務局 

西郷 研究総務官のあいさつの後、基調講演と最新

の研究成果を報告する9題の講演が行われました。

　基調講演をいただいた、ニューハンプシャー大

学のChangsheng Li教授は生態系の炭素と窒素

の動態を予測する生物地球化学モデル（DNDCモ

デル）の開発者であり、各国の研究者と共同研究

を行なう農業環境研究の世界的指導者のひとり

です。講演ではまず、世界の農業は現在、「食料

生産・水資源・環境」の3つの問題をいかに調和

（accommodate）させるかという、人類の歴史のな

かで最大の挑戦を迫られていると指摘されました。

そして、気候変動の影響が加わるなか、これらの

問題への対応に急を要するモンスーンアジアでは、

生物地球化学モデルによって問題を総合的に予測

することが有用であると、ご自身の研究成果から

示されました。すなわち、私たちが直面する「食料

生産・水資源・環境」の問題はそれぞれが独立して

いるのではなく、相乗効果をもつこともあれば、

トレードオフ（一方を追求すれば他方を犠牲にせ

ざるを得ないという関係）にあることもあります。

この複雑な関係を含めて研究することが重要であ

ると、Li教授は示されたのです。さらに、私たち

が進める「農業環境の現状を観測（モニタリング）

し、それを元にモデルを構築する研究」の意義を認

め、シンポジウムに集まった多くの研究者を勇気

づけました。

　これに続く講演では、モンスーンアジアの農業

環境をめぐる重要な研究課題について最新の成果

が報告されました。気候変動や土壌保全といった

地球規模の環境研究では、問題に対応するために

は国際連携が不可欠であることが示され（長谷川、

Rojas）、窒素、残留性有機汚染物質およびカドミ

ウムといった化学物質汚染に関しては、新たな評

価方法や対策技術が報告されました（Yan、清家、

石川）。遺伝子組換え作物と生物多様性に関しては、

遺伝子組換え作物の安全性や、生物多様性に配慮

した環境保全型農業の視点から、さらなる議論の

必要性が指摘されました（立川、池田）。さらに、

東日本大震災にともなう津波被災と放射能で汚染

された農地の現状・修復に関しては、深刻な現状

と問題解決へむけた研究成果の活用状況が報告さ

れました（南條、谷山）。

　MARCOシンポジウムにおいて、このような農

業環境研究全体にわたる幅広い話題提供が行われ

たのは、その設立会合であった2006年、および

2009年に引き続き3回目になります。今回も、第

一線の研究者から貴重な研究成果を報告していた

だき、農業が直面する様々な環境問題の解決のた

めに研究の果たす具体的な役割が紹介されました。

また、国際的な連携や議論の継続の必要性が示さ

れるなど、意義あるシンポジウムとなりました。

ニューハンプシャー大学 Li 教授による基調講演
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ワークショップ1
モンスーンアジアの農業と気候変動 ―適応策・緩和策・将来予測―
大気環境研究領域　　桑形　恒男　　　物質循環研究領域　　麓　多門

農業と気候変動の関係

　モンスーンアジアの農業は地球規模の気候変動

に直面しています。気候変動による気温や降水量

の変化は、農業生産に直接的な影響を与えます。

一方、農業は温室効果ガスの排出源として気候変

動の要因ともなっています。水田や畑から排出さ

れるメタンや一酸化二窒素が大気中の主要な温室

効果ガスの一部となっているのです。

　地球規模で安定的に食料を供給しながら気候変

動を防ぐためには、気候変動の下での安定した生

産技術（適応策）と、温室効果ガス排出削減技術（緩

和策）を開発することが急務です。このワークショ

ップは、モンスーンアジアにおけるこれらの最新

の研究成果の情報交換と相互交流を図るために開

催され、日本、フィリピン、タイ、スリランカ、

米国、インド、インドネシア、中国、ベトナムか

ら研究者が集い、口頭発表とポスター発表を合わ

せ24件の研究報告が行われました。

モンスーンアジアの気候変動と農業の適応策

　安定した農業活動を維持するためには、まずは

この地域における気候変動の特徴を詳しく知る必

要があります。ワークショップでは、モンスーン

アジアにおける近年の降水量変動の特徴や、台風

の発生数の長期変動などについて最新の研究成果

が報告されました。さらに、このような気候変動

に対する適応策として、フィリピンにおける国家

レベルでの具体的な取り組みや、南アジア（スリ

ランカ、インド、バングラディシュ）の伝統的なホ

ームガーデンでの適応例などが紹介されました。

また、農地の気象・土壌環境をリアルタイムで計

測する技術を利用し、農家の栽培管理を支援する

システムを開発、東北タイで応用した例などが報

告されました。

　農家支援のために最新のIT技術と子ども達の力

を借りたユニークな試みも紹介されました。これ

は、ベトナムの農村の9～ 14歳の子供たちが親の

水田で気象観測や作物の生育調査をおこない、デ

ータを携帯電話やパソコンを使って定期的に報告

（写真1）、遠方にいる専門家がそのデータを見て的

確なアドバイスを送るという仕組みで、子ども達

への教育上の効果も期待されています。

どうすれば温室効果ガスを減らせるか？

　水田から排出されるメタンや一酸化二窒素を削

減する技術について、中国やインドネシアの研究

者から報告がありました。このうち、中国で研究

されているプラスチックフィルム・マルチという

技術は、水田の土壌をプラスチックフィルムで覆

うことで潅漑水を節約しながらメタン

排出量を8割以上削減できるという結

果を得ており、日本ではなじみがない

ものの興味深い技術です（写真2）。こ

のような研究に加えて、その技術が広

く使われることで全体として温室効果

ガス排出量をどれだけ減らせるのか、

国ごとにあるいは地球規模で見積もる

ことがとても重要です。そのための研

究として、コンピュータを使って農地

の温室効果ガス排出量を計算できるシ

ミュレーションモデルの開発、人工衛

写真1　 ベトナムの農家の子どもが気象や作物の生育状況を調べ（左上から時計
回りに、温度・湿度計測、草丈、害虫、草姿、草色の測定）、データをスマー
トフォンで専門家に送る（左下）。（資料提供：東京大学　二宮 正士氏）
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星を使って世界の水田の分布を調べる技術につい

て、日本と米国の研究者が報告しました。さらに、

インドとベトナムの農業で様々な技術を適用した

場合の温室効果ガス削減効果を推定した結果が報

告されました。

　このワークショップを通して、モンスーンアジ

アの気候変動に対する農業の適応策と緩和策に関

わる研究の現状と今後の研究連携の必要性につい

て、とても有益な議論を行うことができたと思い

ます。

ワークショップ2
モンスーンアジアにおけるGM作物への期待と安全利用への取り組み
生物多様性研究領域　　松尾　和人

アジアにおけるGM作物栽培の状況

　遺伝子組換え（GM）作物は、世界で急速に広ま

っており、2011年には29カ国・1億6000万ヘク

タールで栽培されています。モンスーンアジア地

域でも、すでに中国・フィリピン・インド・パキ

スタン・ミャンマーが栽培していますが、人口が

急増するこの地域では食料を確保する目的で、GM

イネ、ダイズ、トウモロコシなどへの期待が大きく、

各国で生産・輸入に関する制度の充実ならびに広

範な研究開発が進められています。

　このワークショップでは、モンスーンアジアに

おけるGM作物の商業栽培国（中国・フィリピン）、

研究開発や一般栽培についての承認制度が整備さ

れているが広く商業栽培は行われていない国（日

本・韓国）、商業栽培をめざして研究や制度の充実

を進めている国（マレーシア・インドネシア・ベ

トナム）合わせて7カ国の安全性評価および開発

研究に取り組む専門家から、自国におけるGM作

物の利用の現状と将来展望について紹介して頂き、

これからのGM作物の利用について論議しました。

　日本からの報告の詳細は割愛しますが、我が国

におけるGM作物の生物多様性影響に関する法律

と制度およびGM作物の承認状況、GM作物（特に

イネ）に関する研究開発の状況と安全性確保に関す

る最新の研究が紹介されました。

GM作物の商業栽培国の現状

　中国はアジアではインドに次ぐ GM作物栽培国

であり、ワタ、パパイヤ、ポプラ、トマト、トウ

ガラシなど複数のGM作物の商業栽培を行ってい

ます。近年は害虫抵抗性イネの野外実験を行って

おり、これについて多くの質問と活発な意見交換

がされました。

　フィリピンはGM作物の規制制度を1990年にい

ち早く導入した国です。モンスーンアジアではGM

ワタの商業栽培が盛んですが、フィリピンはGM

トウモロコシのみの商業栽培を行っている点が特

徴的です。現在、耐病性GMパパイヤや害虫抵抗

性ナスの開発を進めており、その状況も紹介され

ました。

韓国におけるGM作物の開発と市民の意識

　韓国は農作物の輸入大国であり、GM作物の商業

写真2
プラスチックフィルム・マルチを行った中国・四川省の水田
（資料提供：中国科学院南京土壌研究所　徐華氏）
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栽培はされていないものの開発研究が進んでいる

点、また、輸入されたGMトウモロコシやダイズ

の野生化について調査研究を行うなど環境影響に

関する研究の観点も日本と類似しています。現在、

害虫抵抗性GMイネやキャベツの他、耐病性トウ

ガラシ、環境修復のためのジャガイモ、重金属耐

性ポプラ、不良環境耐性のイネ、ダイズ、ナタネ

などの開発が進められています。これに対する市

民の反応は、環境修復やバイオエタノール生産を

目的としたものには賛成意見が多いものの、食用

のイネ、トウガラシ、ダイズ等のGM化には反対

意見が多いことが示されました。

東南アジアにおけるGM作物の開発と傾向

　ベトナムでは、イネ、トウモロコシ、パパイヤ、

ワタ、ジャガイモ、タバコなどで害虫抵抗性や耐

病性のGM作物が要望されており、近い将来、農

作物の安定供給のためにGM作物が国内で大規模

に栽培されることが予測されます。また、海外か

ら非公式に持ち込まれるGM作物が国内で栽培さ

れることへの懸念などから、GM生物を規制する制

度や法律の整備が急がれることも報告されました。

　インドネシアでは、イネ（ゴールデンライス、

害虫抵抗性）、ダイズ（害虫抵抗性）、ジャガイモ、

トマトとパパイヤ（耐病性）、サトウキビ（乾燥耐性、

高成分含量）の研究事例があり、ゴールデンライス

やパパイヤなどは網室での野外試験が行われてい

ます。報告の中で興味深かったのは、イスラム教

徒が多いインドネシアでは、動物の遺伝子を導入

したGM作物を食

べることへの懸

念が極めて強い

ため宗教家など

も参加して安

全性の委員会

が構成されて

いることです。

　マレーシア

では、農家の

収入改善につ

ながる生産性が高い作物や輸出品として有用な

GM作物が望まれています。具体的にはパパイヤ、

パイナップル、パッションフルーツ、シトラス、

イネ、バナナ、サツマイモ、アブラヤシ、マンゴ

スチンなど東南アジアならではの作物や薬用植物

などの開発研究が進められています。高収量、乾

燥耐性のGMイネや耐病性GMパイナップル、開

花を早めたバナナなどはすでに隔離温室で評価試

験を行っています。

　このワークショップでは、ベトナム、インドネ

シア、マレーシアにおいてGM作物の安全性評価

システムの構築が進められていることや、各国の

法律や規制の制定にむけた現状を知ることができ

ました。また、多くの国々が日本の研究や制度に

関心を示し、今後の支援や情報の共有化・交換の

ための体制作りについて日本に期待を寄せました。

ワークショップ3
アジアにおける土壌情報利活用の新たな局面
農業環境インベントリーセンター　　小原　洋

土壌情報の共有化にむけた世界的な動き

　土壌は作物を生産する場であり、養分や水、炭

素など様々な物質の貯留や移動に重要な役割を担

っています。これらの働きは土壌の種類により大

きく異なるため、土壌に関する情報は食糧生産や

環境問題の解決にとって重要な基本情報となりま

す。アジア地域の土壌情報（土壌図、土壌断面デ

ゴールデンライス（右）
ヒトの体内でビタミンAに変わるβカロチンを
遺伝子組み換え技術により増加させたイネ
写真提供：Golden Rice Project
（http://www.goldenrice.org)
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ータ等）の利用は、長年にわたって非組織的、また

個別断片的に行われてきました。しかし、地理情

報システム（GIS）、高速インターネットの発達な

どに伴い、より効果的で高精度な共同利用・一般

公開が求められるようになってきました。その状

況に対応するため、MARCOでも2008年にアジア

地域7カ国が集まり、土壌情報の共同利用のため

の取り組みを提案しました。しかしその後、ビル

ゲイツ財団（Bill & Melinda Gates foundation）

から援助を受けた研究者グループが、炭素含量、

水分などの基礎的・機能的な土壌の性質について、

全世界をカバーする土壌特性図を作ろうと活動

（http://www.globalsoilmap.net/）を開始し、その

取り組みはアジア地域にも広がってきました。ま

た、FAO（国際連合食糧農業機関）が2011年に立

ち上げた「世界土壌パートナーシップ（GSP）」も、

土壌情報の全世界的な更新・共有を計画するなど、

土壌情報に関わる大きな動きがありました。

ワークショップの目的

　このような背景のもと、このワークショップで

は、1）GSPにおけるアジア地域の活動母体とな

る「アジア土壌パートナーシップ（ASP）」の活動を

始動させるため、MARCOのもとで連携を構築す

る、2）土壌情報と炭素貯留量評価に関する東アジ

ア各国の現状と今後の方向性についての情報交換、

3）地球温暖化対策へ向けた土壌情報の利

用、を目的として開催しました。

土壌情報の利用と地球温暖化

　ワークショップは、首都大学東京の小

﨑隆教授の基調講演にはじまり、3つのセ

ッションが行われました。26日午前の「モ

ンスーンアジアにおける土壌情報」では、

中国、韓国、台湾、タイおよび農環研か

ら話題が提供され、土壌情報を利用する

ためのシステムの構築やその利用の現状

について相互理解が得られました。

　近年、土壌の炭素貯留量が、大気中の

二酸化炭素との関係から注目されていま

す。土壌に蓄積される炭素が増えれば、その分大

気中の二酸化炭素を減らすことができるからです。

土壌の炭素貯留量は土壌情報と密接に関係し、こ

のセッションでは東アジアにおける炭素貯留量評

価に関する情報交換も行いました。

　26日午後に行われた「地球温暖化対策へ向けた

土壌情報の利用」では、日本における土壌炭素貯留

量の調査事業など、最新の情報が発信されました。

また、農地から出る温室効果ガス発生抑制策の成

果や、農耕地土壌中に含まれる炭素の動態シミュ

レーションについても、日本の活動と成果が報告

されました。

つくば宣言

　27日午前の「ASPの立ち上げへ向けての会合」で

は、日本土壌肥料学会会長の南條正巳教授（東北

大学）の座長のもと、FAOのVargas氏よりFAOが

2011年から取り組みはじめたGSPについて、紹

介いただき、ASPの今後の取り組みについて話し

合いが行われました。その結果、今後のASPの基

本構造と進め方について参加者の同意が得られ、

農環研が原案を作成したTsukuba Statement（つ

くば宣言）を採択することができました。

（つくば宣言；http://www.fao.org/fi leadmin/user_upload/
GSP/docs/Tsukuba_Statement.pdf）

MARCOシンポジウム特集

1人当たりの農地面積（FAO Vargas氏の講演より）
世界の人口増加にともない、1人当たりの農地面積が大きく減
少している今、土壌資源の劣化を防ぐために、土壌情報の必要
性が高まっていると説明されました。

（世界の農地面積）

（天水） （灌
かん

漑
がい

）

（百万ha） （ha/人）

Source：FAO（2012b）
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ワークショップ4　全体会合2
モンスーンアジアにおける農業環境研究の連携強化
研究コーディネータ　　八木　一行

　ワークショップ4「モンスーンアジアにおける農

業環境研究の連携強化」は最終日（27日）の午前中

に、MARCOに参画する研究機関（候補を含む）の

代表者による円卓会議として開催されました＊。こ

こでは、各機関が取り組む重点研究課題を報告し

たのち、事前に実施した各機関へのアンケートを

もとに、MARCOで取り上げるべき研究課題と

MARCOの活用方法が検討されました。

　取り上げるべき研究課題として多くの研究機関

から提案されたのは、気候変動に対する適応策と

緩和策（温室効果ガス排出技術）、食の安全性の確

保、生物多様性の保全でした。それと共に、食料

安全保障、持続可能な農業を行うための農地管理

技術、農業環境の脆
ぜい

弱
じゃく

性
せい

評価など、複数の課題を

総合的に判断するための研究について、連携の必

要性が指摘されました。このことは、全体会合の

基調講演でLi教授が「世界の農業は、食料生産・水

資源・環境の3つの問題を調和させる必要性に迫

られている」と述べられたことと一致します。そし

て、これらの課題に取りくむには、各国の研究者

が議論を継続して、連携を加速する必要があり、

そのためMARCOには、国際シンポジウムの開催

を継続し、人的交流の支援などの事務局機能を強

化することが求められました。

　午後に開催された全体会合2では、まず、

MARCOシンポジウム2012で開催されたそれぞ

れの会合の報告が行われました。次に、ワークシ

ョップ4の報告をもとに、連携強化のための方策

が検討されました。その議論では、これまでの

MARCOの活動を評価する意見とともに、目標の

明確化やMARCOが主導する研究プロジェクトの

策定など、さらなる強化を求める意見がありまし

た。これに対し、MARCOは地域の連携推進に

おける自発的な取り組みを支援し、参画機関が

協力してMARCOを有効利用していくことを確

認しました。最後に、「MARCOの下、将来を

指向し、人々の求めに応える国際協力の挑戦的

な推進」をうたったシンポジウム声明を採択し

ました。（原文および日本語訳；http://www.niaes.

aff rc.go.jp/magazine/152/mgzn15203.pdf）

＊ワークショップ4参加機関
　中国科学院南京土壌研究所、タイ農業協同組合省土地
管理局、インドネシアボゴール農科大学、フィリピン稲
研究所、インド国立農業研究所、ベトナム農業環境研究
所、スリランカ・ペラデニア大学、アジア太平洋食糧肥
料技術センター、茨城大学農学部、（独）農業環境技術
研究所（以上10機関）（事前アンケートのみ参加1機関）
韓国農村振興庁農業科学技術院

が検

MA

明

策

た

お

9



農環研ニュース　No. 97  2013.1

MARCOシンポジウム特集

MARCOサテライトシンポジウム2012
モンスーンアジアにおける食品中ヒ素およびカドミウム汚染に対するリスク低減技術
土壌環境研究領域　　牧野　知之

有害元素による農耕地土壌の汚染
　経済発展が著しいアジアの国々では工業化の進
展に伴い、工場等から排出されるヒ素やカドミウ
ムなどの有害元素による農耕地土壌の汚染が報告
されています。この10年ほどで汚染はますます深
刻化し、汚染された土壌で栽培された作物による
人への健康被害が懸念されています。国際食品規
格を定めるコーデックス委員会は、各種作物に許
容されるカドミウム含量の基準値を決め、さらに、
ヒ素についても基準値の検討に着手しています。
このため、ヒ素やカドミウムの主要な摂取源であ
るコメを中心とした低減対策の重要性は非常に高
く、農地の浄化および農作物の吸収抑制技術の開
発が急がれています。

サテライトシンポジウム2012
　（独）農業環境技術研究所は、農林水産技術会議
事務局の後援を受け、（1）アジア各国における有
害元素汚染の現状把握、（2）ヒ素 およびカドミウ
ム汚染に対する最先端の対策技術についての情報
交換、（3）協力関係の構築にむけた討議を目的に、
標記のシンポジウムを開催しました。10月29日
～ 31日につくば国際会議場等で開催されたこのシ
ンポジウムには、9か国から総計80名が参加し、
21の口頭発表、41のポスタ一発表が行われました。
会議は、土壌および水稲におけるヒ素の動態解析、

化学洗浄とファイトレメディエーションによるカ
ドミウム汚染水田の浄化、水管理・吸着資材や低
吸収品種などの耕種的な手法による作物の吸収抑
制の3つのセッションで活発な討議が行われまし
た。

総合討論
　総合討議では、土壌重金属汚染の基準値が策定
されていない国から基準値を策定するための国際
的な助言・協力が求められました。議論の中では、
世界的に見て極めてユニークな日本のカドミウム
汚染水田の指定方法も話題になりました。日本で
は、土壌ではなく、カドミウム含量が0.4mg/kgを
超えるコメを生産した水田が汚染水田となります。
この方法は、水管理などのコメのカドミウム含量
を下げる対策を農家に促す面があると指摘されま
した。総合討議ではさらに、重金属や温室効果ガ
スなど複数リスク間のトレードオフに対する国際
的な取組の推進、ナノマテリアルズや廃棄物を利
用した重金属吸着資材の開発等、具体的な研究交
流の可能性について提起がありました。MARCO
以外の国際的な研究ネットワークの活用と連携を
求める意見もあり、今後の研究協力に対する強い
要望が示されました。農環研は、今後もMARCO
に基づき、国際的な研究交流を推進していきます。
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　（独）農業環境技術研究所では、農薬など環境中
の有機化学物質に関する問題を議論するための研
究会を開催しています。今年は、11月1日、「化学
物質による環境中生物への環境評価－遺伝子から
生態系まで－」をテーマに、試験研究機関・大学・
企業・関係団体・一般市民など107名の参加を得
て開催しました。
　私たちの生活にとって化学物質の利用は不可欠
なものですが、一方で、過度の使用は周辺環境へ
の流出をともない、環境に生息する様々な生物へ
の影響が指摘されています。このため、化学物質
による生物の影響を調べることは、人間活動と生
態系の保全を両立させるために重要なテーマとな
っています。
　研究会では、環境中の化学物質による生物への
影響について第一線で取り組んでいる5人の研究
者から、遺伝子～個体～群集までの様々なレベル

における生物への影響について研究の状況を紹介
していただき、今後の展望および課題について議
論を深めました。

（有機化学物質研究領域長　大谷　卓）

NIAESトピックス
報　告

第12回有機化学物質研究会
化学物質による環境中生物への影響評価―遺伝子から生態系まで―

　11月14日（水）から3日間、東京都江東区の東
京ビッグサイトにおいて、「アグリビジネス創出
フェア2012」（主催：農林水産省）が開催されま
した。このフェアは、農林水産・食品分野の最新
の技術や研究成果をわかりやすく展示することで、
研究機関と事業者の新たな連携を促すことを目的
に、毎年秋に開催されています。今回は、全国の
大学、民間企業、都道府県の試験研究機関、独立
行政法人などから189の出展があり、来場者数は
過去最高の33,119人となりました。
　農環研はこのフェアの後援機関として出展し、

産業界への技術移転、
あるいは農業現場への
普及が期待される最近
の研究成果をアピー
ルしました。ブースで
は、共同研究先の研究
者や技術者の協力も得
て、実演・説明を行い、
300名以上の来場者に
関心を持っていただき
ました。 （連携推進室長　川崎　晃）

NIAESトピックス
報　告

アグリビジネス創出フェア2012

　土壌中には大気中CO2の約2倍の炭素が、おも
に土壌有機物として存在しています。この土壌有
機物の微生物による分解が今後の気象変動により
促進され、温暖化を加速させることが懸念されて

います。和穎研究員は、土壌有機物とそれを分解
する微生物群集が、気候条件によってどの様に変
化するかを調べました。また、土壌有機物が分解
を免れるメカニズムの解明に取りくみ、微細鉱物
と有機物の結合様式をモデル化、主要土壌鉱物の
一つである鉄酸化物と結合することで安定化して
いる有機物の量を明らかにしました。

（広報情報室）

第30回日本土壌肥料学会奨励賞
物質循環研究領域　
和
わ

穎
がい

朗太 研究員

NIAESトピックス
報　告

受賞報告

（発表より）データベースを活用した殺虫剤の生態リスク評価の例
殺虫剤BPMCは、節足動物（甲殻類・昆虫）以外の生物に対する
毒性が弱いこと、昆虫類は種類によって感受性に大きな差がある
ことがわかる。
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　（独）農業環境技術研究所では、女性研究者のロ
ールモデルとなるように、海外の女性研究者を招
いて講演会を開催しています。10月16日（火）に
は、ノルウェーのトロムソ大学クーパー博士をお
招きして、ノルウェー及び英国の高等教育の概要、
トロムソ大学やスバルバード大学センターでの研
究生活について、お話しいただきました。
ノルウェーでは、常勤研究者のみならずポスドク
にも、産休・育休のオプションが充実していて、
男女共同参画を推進する取り組みが進んでいます。
一方、博士課程に進学する女子学生の割合はノル
ウェーでも低いそうです。その原因として、野心

的で行動力のある女子学生
が少ないこと、パートナー
との同居を望むなどの理由
で引っ越しを嫌う、などを
挙げていました。男女共同
参画が進んでいるノルウェ
ーでも、女性研究者がキャ
リアを継続するには様々な困難がまだまだあるよ
うです。 （企画戦略室　山中 武彦）

NIAESトピックス
報　告

第4回海外女性研究者ロールモデル講演会
「英国およびノルウェーの女性研究者の生活をチラ見する」

　11月17日(土）、18日(日）の2日間、つくばカ
ピオ（茨城県つくば市）で、「つくば科学フェスティ
バル2012」が開催されました。
　このイベントは、青少年が楽しみながら科学の
楽しさや大切さを学ぶ科学イベントとして、つく
ば市などが毎年開催しています。2012年も市内の
多くの研究機関や学校・団体が、科学実験や体験・
展示などのさまざまな企画を実施し、16,000人を
超える来場者が訪れました。
　農環研は、2日間にわたってブース展示をおこな
いました。今年は「田んぼはいろんな生き物のすみ
か」というテーマで、水田をすみかにする鳥やトン
ボ、タガメなどの動物を紹介する大型パネル、さ

まざまな水生昆虫やカエル、クモの観察コーナー、
水田内の生き物のあいだの「食べる・食べられる」
関係を示すパネルなどを用意し、水田の生物多様
性について学んでいただきました。恒例の農環研
クイズは、2日合わせて523人の方に楽しんでい
ただきました。

（広報情報室　広報グループ）

NIAESトピックス

報　告つくば科学フェスティバル2012

　平成21年度から実施した女性研究者研
究活動支援事業は、昨年度終了しました
が、研究所では今後も女性研究者のキャ
リア形成への支援を続けていきます。
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